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東京湾 横断 道路 の 概要

Outline　of　TransTokyo 　Bay 　Highway
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一1 事業概要

1．　 ま え が き

　東京湾横断道路 は，海底 トン ネ ル ， 人 工 島，橋梁 に よ り

東京湾を横断 し て，神奈川県川崎市 と千葉県木更津市を結

ぶ 延長 15．1km の 自動車専用道路 で あ る 。
こ の 道路 は，東

京湾岸道路 （延長約 160km ）お よ び 浦賀水道 を横断す る

湾 口 部横断道路 （延 長約 10km ） と一体 とな っ て 東京湾環

状道路 を形成し， さ らに ，東京外郭環状道路， 首都圏中央

連絡道路 ， 東関東自動車道な どと と もに首都圏 にお け る広

域幹線道路網を形成す る もの で あ る。

2． 事 業 概 要

　 2．1　 計　画

　東京湾横断道路 は ， 工 事規模の 大きさ，地質 ・気象 ・地

震な ど の 自然条件，船舶航行の ふ くそ うなどの 社会条件の

厳 し さを克服す る，世界的 に も例 の 少 な い
一

大海洋 プ ロ ジ

ェ ク トで あ り，そ の 計画 の 概要 お よび 金体工 程 は，表
一 1

お よ び 表一 2 の とお りで ある 。

　図一 1 に示 す よ うに ，こ の 道路 の 延長 15・1km の うち，

川崎側の 0・3km と 木更津側 の 0・6km は陸上部， 残 りの

14 ・2km が海上部 とな っ て い る。海上部の うち，船舶航行

表一2　全体 工 程表

　　　　 年 度

項 員
6162631234567

浮島取付け部

川 崎 人 工 島

木更津人工 島
海上部

ト ン ネ ル

僑　 　　梁

舗装・付帯工

陸上部 土木 ・橋梁等

の ふ くそ うす る 川崎側 の 9．1kIn は シ ール ド工 法 に よ る 海

底 トン ネル ，船舶航行 の 比 較的少 な い 木更津側 の 4．4km

図
一1　東京 湾横断道 路全体計画図

掌
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は橋梁 とな っ て い る 。 トン ネル の ほ ぼ 中

央に は換気用立 て坑の た め の 入工 島，ト

ン ネ ル と橋梁 の 接続部 に は す りつ け区間　
と して の 人 工島0．7km が そ れ ぞ れ 計画
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

され て い る 。 ま た ， トン ネル の 両端部 か
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

らは ， 海中 に造成す る人 工 盛土 を経由 し　
て 海底地盤 へ 掘進す る こ とに な っ て い る

ほ か ，トン ネ ル 両端部に は換気用立て 坑

が配置 され て い る。

　2．2　事業方 式

　 こ の 道路 は 昭和41年度 よ り建設省お よ

び道路公団に よ る約20年間 の 調査 を経 て，

昭和62年 7月 に 道路公団に 対 し建設大臣 よ り事業許可 され

た事業 で あ る が，そ の 実施 に あ た っ て は，従来 よ り行 っ て

い る一般有料道路 とは 異 な D，厳 しい 財政事情 の 下 で民間

活力を活用 し ， 国の 財政負担 を可能 な 限 り小 さくす る た め

に新 しい 事業方 式 に よ る こ と と され，そ の た め の 「東京湾

横断道路 の 建設 に関す る特別措置法 」 が昭 和61年 5 月 に施

行 され て い る。

　 こ の 事業方式 は ，民間 ， 地 方自治体 お よ び 道路公 団 が 出

資す る 商法上 の 民間会社 で あ る東京湾横断道路 株 式 会 社

（昭 和61年 10月 設 立） と道路公団 が 「建設瞬定」 を締結 し

て 共同で 事業を 行 うとい うもの で あ る。具体的 に は ，公団

は ， 基本的 な調査 ・設計，事業調整，用地 の 取得 お よび漁

業補償等 を行 う。会社は，建設協定 に 基づ い て資金 を調 達

し， 海上部 の 14・2km の 詳細設計お よ び 工事を行 う （陸上

部 は公団 が 行 う）。 工 事 が完成す る と ， 公 団 は会社か ら道

路施設 の 引渡 し を受けて 道路 を供用 し ， 料金 を徴収す る
一

方，建設協定 に 基づ い て 建設 に要 した 費用 を供用後長期間

（お お むね 30年間） に 分割 して 会社 に 支払 う。供用後 の 維

持 ， 修繕 な どの 管理 は，新 た に 公 団 と会社 が締結す る 管理

協定に基づ い て会社が行 うこ とに な っ て い る。

　2．3　対外調整等

　道路公団 で は ， 本工事 の 着手 に 向け て 環境保全対策， 船

舶航行安全対策 ， 漁業補償， 法的手続き な ど を実施 して い

る。こ の うち ， 環境 ア セ ス メ ン トに つ い て は既に完了 し，

追跡調査 の た め の 準備中で あ り ， 漁業補償 に つ い て も昭和

63年 12月をもっ て ， 関係す る37の 漁業組合とすべ て 妥結し

て い る 。船舶航行安全 対策に つ い て は ， 各種 の 調査 ， シ ミ

ュ レ
ー

シ ョ ン，実験 などを行 い
， 工 事中お よび供用後の 対

策 に っ い て 検討を進 め て い る 。

3． 地 盤 条 件

　 こ の 道路の 計画位置 の 海底 は，全体的 に 極 め て 緩や か な

舟底形地形 を呈 し て お り，水 深 は ，川崎側 の 浮島埋 立地 の

護岸付近 で約20m ，川崎人工 島付近が約29m と最も深 く ，

木更津 へ 向 け て順次浅 くな り，木更津側 の 1．5km は 2m

以 下 とな っ て い る 。
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　 　図一2　土質縦 断面

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 N 値

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0　　20　　　FO　7D　・

　 深 　
LL・PL 同 ［

孤 ・
〕・

T．R 度　　　 Wn （9i）　 ．　　 OD ，zo ，，tl〕．6n ．sl ．o
（m ）（m ）　 0 　 100 　 2「

T 一 一
一

一

「

一3Q

一5G．

一70

一90

o
● 瞬

ト
ー一｝r→ 　 　■ ●●● ●

宀
一一→

　、 亀● o

トー一一一司　 ．
　 　 　 ■

●
　●

ト ー→ 　 ・， ●● ●● ■
H 　 　●　 ● o　　　　・

●　　　 ・
H ，　● ●

ン

20

ス　卸　　ズ 畔　 虐
■

●
其　風　 メ H9 　　　　　 ト

●　　　・

λ　匡　 メ

ト
■一齒　　　　　　　ン

　 ．　 　　 　　 ネ
●．　　　　　　　　　ノレ

：　　 　　 　 位
o　　　　　　 誠●

●

40 匹 一

o

●
； o　●・9 σ

・’『 o

二∫
／／　／1

ノ

●

6D

二雰
〆〆／　’
的 彡

●
　6

●

ヤ　　　．
「

1

80

図一3 土 質柱 状図 の 例 （川 崎人工 島付近）

　道路 の 計画線 に沿 っ た 土質縦断図 は ， 図一2 に 示 す とお

りで ある 。地層 は，上位 か ら Ac，　 As，　 D ・，　 D2，　 Ds，　 D4，

D ・ の 各層 に 区分 され，こ の うち Ac 層 ，
　 As 層 は 沖積世 ，

D1 層〜D ．層 は 洪積世 の 堆積層 で あ り，
D5 層 は第三紀鮮新

世末期 か ら第四 紀洪積世前期 の 堆積層 で あ る。図一3 に川

崎人 工 島付近 の 土質柱状図を示 す。

　東京湾は，目本 の 中で も有数 の 地震活動 の 活発 な地域 で

あ り，1923年 の 関東大地震 に 代表 され る よ うな大規模地震

を想定 した耐震設計が必 要 と され る。

4．　 設計 ・施エ におけ る技術 的課題

　東京湾横断道路事業 は ， 東京湾 とい う船舶航行 の ふ くそ

うす る 海域で ，水深 20m 前後の 軟弱 な海底地盤上 に様々 な ．

ま た大規模 な 構造物 を建設す る と い う本格 的 な海洋土 木 工

土 と基 礎，37− 4 （375）
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事で あ り，従来 の 経験や常識 を越え た 多くの 技術的課題 を

抱 え て い る。こ こ で は，主要 な構造物ご とに そ れ ら につ い

て 述 べ る。

　 4．1　浮島取 付け部

　 シ
ー

ル ド トン ネル は，浮島埋立地 に設 け られ る換気塔を

発進基地 と して 4 ％ の 縦断勾配 で 海底地盤中へ 入 っ て ゆく

が ， こ の た め 埋 立 地護岸よ り 650m の 延長で海中に 入工 盛

土を施 工 し，こ の 盛土中 を掘進 しなが ら海底地盤 へ 入 っ て

ゆ く構造 と して い る。そ の 構造 は 図
一4 に示す とお りで あ

り， 盛土下 の 軟弱層を地盤改良した上 で ， 鋼製護岸 と ロ ッ

ク材盛土 の 内側に トン ネ ル 掘進を行 う盛土 が施 工 され る 。

こ の 盛土 は ，トン ネ ル の 施 工 性 と切 羽 の 安定性を必 要 とす

る た め ， 盛士材 （砂 質土）の 改良が必要 とされて お り， 現

在，室内お よ び大型土槽等に よ る実証実験を含 め た 総合的

な検討 を 行 っ て い る 。

　4．2 川崎人エ 島

　川崎人 工 島 は，トン ネル の 中間部に 設 け られ る換気用立

て 坑 の た め の もの で ，そ の 構造 は 図一5 に示 す よ うに ，直

径約200m の 円筒形 の 構造物 で あり， 工事中は シ
ール ド ト

ン ネ ル の 発 進 基地 と な る。換気塔本体 の 施 工 に先立 っ て ，

そ の 外側 に海面下 130m の 深 さ ま で 土 留 め お よび 遮水 を 目

的 と した 円筒形 の 地 下 連続壁 （内径 98m ， 壁厚 2．8m ）を

施 工 し た の ち ， 内部 の 水位を デ ィ
ープ ウェ ル で 下 げな が ら，

換気塔本体 を逆巻き工法で施工 す る
。

こ の よ うな大規模 な

地下連続壁 の 施工 例 は な く ， 現在，試験施工 を行 っ て い る 。

また，シ
ー

ル ド トン ネ ル が発 進 す る換気塔本体 の 開 口 部 の

コ ン クリートブ ロ ッ ク

図
一4 浮島取付け部 （換気塔 前面）

ト

E1− 42．5m

20ern115m

図
一6　 トン ネル 断面概略 図

補強方法 も重要 な検討課題 と な っ て い る 。

　 4．3　木更 津人 工 島

　木更津入工 島 は ， シ
ー

ル ド トン ネル か ら 4％e の 縦断勾 配

で 橋梁 に 移行す る 区間 に 設け られ る 人 工 島で ，幅 100m ，

　　　　　　長 さ 650m の 盛 土 式人 工 島で あ る 。 海底 か ら

　　　　　　人工 島 に至 る 区間 に は ， 浮島取付け部 と同様

April ，　1989

区｝
一一5　　丿11崎 ノ、二匚島

　　に 延 長 730m の 海中盛土 が施 工 され る。当地

　　点 の 海底地盤 は比較的良好な の で ，表層 の 数

　　 m を良質材で 置換す る こ と に して い る。

　 　 　4．4　 シー
ル ド トン ネル

　　　当区間 の シ
ー

ル ドトン ネル は ， 大rl径 （外

　　径 13．9m ），大水深 （水圧 5〜6kg！cm2 ），長

距離掘進 （掘進長 2　OOOt“3　OOO　 m ）， 薄 い 土被 り

（薄い と こ ろ で 6．4〜9。6m ） などの 極 め て厳 しい

条件下 で の 施工 となる た め ，解決す べ き課題 が山

積 して い る 。 断面 は図
一 6 に 示す とお りで あ り，

施 工 方法と して は，密閉型 シ
ー

ル ド掘削機 を使用

す る 泥水加圧 式 シ ール ド工 法 を検討 して い る。

　今回 の シ
ール ド トン ネ ル に お け る 主 な設計施 工

上 の 課題 は ， 次 の とお りで あ る。

　（1｝ 大口 径 シ
ール ドトン ネル で あ る こ と

　 セ グメ ン ト外径 で 13．9m とい う世界
一

の 大 口 径

で あ る こ とか ら， 大断面 の 互 層の 掘削 に よ る切羽

の 安定性 の 確保，カ ッ タ
ー内外周 に お ける 掘削土

量，周速 （カ ッ タ
ー

掘削速度），　し ゅ う動距離 の

不均衡 へ の 対策 ， 資材 の 搬出入 量 の 多量化 と セ グ

3
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メ ン トピー
ス の 重量化 へ の 対策，シ

ー
ル ド機械 の 方向制御

お よび 高負荷化 へ の 対策 な どが 課題 と な る 。

　  　高水圧下 で の 施工 で あ る こ と

　 トン ネ ル 中心位置 で 6kgf ！cm2 程度 の 高水圧 が作用す る

た め，テ
ー

ル シ
ー

ル ，士砂 シ
ー

ル 等 の 耐圧 止 水性が課題 で

ある 。

　  　長距離掘進 で あ る こ と

　 1 台 の シール ド機械に よ る 掘進延長は約 3km とな る こ

とか ら，カ ッ タービ ッ ト，テ ール シール
， 土砂シール

， 軸

受 け 等 の 耐久性が問題 とな るた め，カ ッ タービ ッ ト等 の 交

換方法 の 確立 も含め て検討中で あ る 。 ま た ， 坑内輸送効率

の 低下，坑内環境の 悪化， 測量誤差 の 累積等の 問題が生 じ

る た め，施 工管理 に 関す る検討 も必 要 で あ る 。

　（4） 人 工 盛土中を掘削す る こ と

　浮島取付け部 ， 木更津人 工 島か ら発進す る シ
ー

ル ド機械

は ， 人 工 盛土中を掘進す る た め， シ
ー

ル ド掘進 に 最適 な

（切羽 の 安定性 と施 工 性 の 両方を満足す る ）人工 盛土 の 造

成が課題 で ある 。

　   　工 期 の 短縮 が 必要 で あ る こ と

　シ
ー

ル ド トン ネル 工 事 は全体工程上 の ク リテ ィ カ ル パ ス

に な っ て お り，事業全体 の 工 期 お よ び経済性か ら ， トン ネ

ル 工事の 工期短 縮が重要 な課題 で あ る 。 こ の た め ， 掘進速

度 の 向上 ， 作業 の ロ ボ ッ ト化 （自動搬送 ， セ グメ ン ト自動

組立）お よび 並列化 ， 部材 （床版， 柱材等）の プ レ ハ ブ化，

シ
ー

ル ド機械 の 対面接合 （地中接合） の 工 期短縮 な ど が 必

要 で あ る 。

　  　 そ の 他

　荒 天 時で も トン ネ ル 作業 が可能 とな る海上作業基地 の 設

置，厳 しい 施工 条件下 で の 作業 を保障す る高度な施工管理

シ ス テ ム の 開発 な ど も課 題 で あ る。

　4．5 橋　梁

　木更津側の 約 4・4km の 橋梁部 の うち，西側 は 1000 ト

ン級 の 船舶 の 航行が可能 （桁下制限約30m ） で あ る 。下部

工 は ， こ の 航路部を中心 に西側 12基 が ケー
ソ ン 工 法，そ れ

以東 の 浅海部 は 多柱式基礎が基本設計 とな っ て い る が，地

盤 条件，景観，そ の 他 の 観点か ら工 法 の 見直 し を行 っ て い

る。上部 工 は，連続鋼床版箱桁 とな っ て い る。

　4．6　そ の 他

　以上，各構造物ご と に 技術的課題 に つ い て 述 べ た が
， そ

れ ら以外 に 次 の よ うな課題 が ある。

　 （1）　 トン ネ ル 換 気 方 式

　本 トン ネ ル は ， 長大 トン ネ ル で あ る こ とに加え て ， 換気
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の 面か らは，車の 排気 に 大 き く影響す る 縦 断 勾配 が，両坑

口 部で延長1・1km に わた っ て 4 ％ と急 で ある うえ， 中間

部の 換気用立 て 坑は 1 箇所 に 限 られ る とい う条件下 に あ．

る e こ うした 厳 しい 条件下 の 換気方式 とし て ，電気集塵機

付き縦流換気方式 を採用す る こ と と して 細部の 検討を行 っ

て い る。な お，シ
ー

ル ドトン ネ ル は 部分的拡幅が困難な た

め ， 集塵機 は トン ネル の 天井部 に 設置する方式を検討 して

い る 。

　 （2） 防食対策

　 当道路の 構造物は ， ほ とん ど が海上ある い は海 中の 構造

物 で あ り， 防食対策は 極 め て 重要 な 課題 で ある 。

　（3）　舟合舟白衝突対策

　東京湾は船舶航行が ふ くそ うす る 海域 で あ り，機関故障

や荒天漂流な ど に よ っ て 船舶 が構造物 に衝突 した場合 の 船

舶 と構造物の 安全性 も大きな 問題 で あ る。シ ミ ュ レ ー
シ ョ

ン 等に よ る検討 に よれば， 適切な緩衡工 の 設置 に よ り安全

性 が確保で き る との 見通 しを得 て い る。

　（4） 防災対策

　当道路 の 構造物 の 耐震設計に あ た っ て は ， 2 つ の 耐震性

の 水準 を定 め，そ れ ぞ れ の 水準に応 じた 設計地震力 に対 し

て 耐震性 の 照査 を行 っ て い る。こ の 2 つ の 水準 と して ， 1

っ は原則 と して耐用年数内に発生す る こ とが予想 され る地

震動 に対 して 構造物が道路交通機能を損 うよ うな損傷 を受

け ない もの と，他 の 1 っ は 当 該地 点 に稀に し か 発生 し ない

地震動 に対 して構造物の 崩壊を防止 す る もの を定 め て い る 。

解析方法 と して は ， 従来の 震度法に加 え応答変位法，動的

解析法 な ど も用 い て い る 。

　 トン ネル 火災対策にっ い て は，「道路 トン ネル 非常用施

設設置基準」 （建設省 昭和56年 4 月） の AA ク ラ ス を適用

す る こ と と し ， 渋滞対策 も含 め て 具体的な対策を検討 して

い る 。

5．　 あ と が き

　東京湾横断道路事業は ， 海外企業参入対象 とな っ て お り，

現在，最初 の 本 工 事 で あ る川 崎人 工 島鋼製護岸製作設置 工

事 2 件を発注手 続中で あ り， 昭和 63年度末 に 発注予定 で あ

る 。

　こ の 事業 を実施す る に あ た っ て は ，様 々 な 土木技術上 の

技術革新が必 要 と され て お り， 海上工 事 が 開始され る平成

元年度 は 当事業に と っ て も工事の 元年度 で あり，まさに正

念場 に か か っ て い る とい え る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（原稿受 理　1989．1．31）

土 と基 礎，3T− 4 （3T5）

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　


